
独立行政法人日本スポーツ振興センター業務方法書（新旧対照表）
※変更箇所は赤で表記

新 旧 

目次 目次 

第 1章 総則(第 1条・第 2条) 第 1章 総則(第 1条・第 2条) 

第 2章 スポーツ施設の運営及びスポーツの振興のため必要な

業務(第 3条－第 5条) 

第 2章 スポーツ施設の運営及びスポーツの振興のため必要な

業務(第 3条－第 5条) 

第 3章 スポーツに関する競技水準の向上等のための援助(第

6条－第 8条) 

第 3章 スポーツに関する競技水準の向上等のための援助(第

6条－第 8条) 

第 4章 スポーツ振興投票等業務(第 9条－第 15条) 第 4章 スポーツ振興投票等業務(第 9条－第 15条)

第 5章 スポーツに関する活動が公正かつ適切に実施されるよ

うにするため必要な業務(第 15条の 2) 

第 5章 スポーツに関する活動が公正かつ適切に実施されるよ

うにするため必要な業務(第 15条の 2) 

第 6章 災害共済給付 第 6章 災害共済給付 

第 1節 災害共済給付契約の締結(第 16条－第 22条) 第 1節 災害共済給付契約の締結(第 16条－第 22条) 

第 2節 共済掛金の支払及び収受(第 23条－第 25条) 第 2節 共済掛金の支払及び収受(第 23条－第 25条) 

第 3節 給付金の支払の請求及びその支払(第 26条－第 30

条) 

第 3節 給付金の支払の請求及びその支払(第 26条－第 30

条) 

第 4節 免責の場合における手続(第 31条－第 33条) 第 4節 免責の場合における手続(第 31条－第 33条) 

第 7章 国内外における調査研究並びに資料の収集及び提供

(第 34条) 

第 7章 国内外における調査研究並びに資料の収集及び提供

(第 34条) 

第 8章 講演会の開催、出版物の刊行その他普及の事業(第 35

条) 

第 8章 講演会の開催、出版物の刊行その他普及の事業(第 35

条) 

第 9章 附帯業務(第 36条) 第 9章 附帯業務(第 36条) 

第 10章 施設の一般利用及び貸付け(第 37条・第 38条) 第 10章 施設の一般利用及び貸付け(第 37条・第 38条) 

第 11章 業務委託の基準(第 39条) 第 11章 業務委託の基準(第 39条) 

第 12章 競争入札その他の契約に関する基本的事項(第 40条

－第 42条) 

第 12章 競争入札その他の契約に関する基本的事項(第 40条

－第 42条) 



第 13章 業務の適正を確保するための体制整備(第 43条－第

59条) 

第 13章 業務の適正を確保するための体制整備(第 43条－第

59条) 

第 14章 その他センターの業務の執行に関して必要な事項(第

60条) 

第 14章 その他センターの業務の執行に関して必要な事項(第

60条) 

附則 附則 

第 4章 スポーツ振興投票等業務 第 4章 スポーツ振興投票等業務 

(スポーツ振興投票等の業務)

第 9条 センターは、スポーツ振興投票(スポーツ振興投票の実

施等に関する法律(平成 10年法律第 63号。以下「投票法」と

いう。)第 2条に規定するスポーツ振興投票をいう。)の実施の

ため、次の各号に掲げる業務を行う。 

(スポーツ振興投票等の業務)

第 9条 センターは、スポーツ振興投票(スポーツ振興投票の実

施等に関する法律(平成 10年法律第 63号。以下「投票法」と

いう。)第 2条に規定するスポーツ振興投票をいう。)の実施の

ため、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) スポーツ振興投票ごとに、あらかじめ、対象試合等又は

特定対象試合等のうちからそのスポーツ振興投票の対象とな

る試合又は競技会を指定すること。

(1) スポーツ振興投票ごとに、あらかじめ、対象試合等又は

特定対象試合等のうちからそのスポーツ振興投票の対象とな

る試合又は競技会を指定すること。

(2)～(5) (略) (2)～(5) (略) 

(スポーツ振興投票等の業務の委託等)

第 10条 センターは、第 39条の規定にかかわらず、投票法第 1

8条第 1項に定めるところにより、同項第 1号から第 4号まで

に定める業務を金融機関に委託できるものとする。 

(スポーツ振興投票等の業務の委託等)

第 10条 センターは、第 39条の規定にかかわらず、投票法第 1

8条第 1項に定めるところにより、同項第 1号から第 4号まで

に定める業務を金融機関に委託するものとする。 

2・3 (略) 2・3 (略) 

(くじ助成金の交付) 

第 11条 センターは、投票法第 21条第 1項に定めるところによ

り、地方公共団体又はスポーツ団体が行う同項各号に掲げる事

業(同項第 5号、第 8号及び第 9号に掲げる事業にあっては、

その一環として行われる活動がセンター法第 15条第 1項第 2

号又は第 4号の活動に該当する事業を除く。)に対し、スポー

ツ振興投票に係る収益による助成金(以下「くじ助成金」とい

う。)を交付する。

(くじ助成金の交付) 

第 11条 センターは、投票法第 21条第 1項に定めるところによ

り、地方公共団体又はスポーツ団体が行う同項第 1号及び第 3

号から第 9号までに定める事業(同項第 5号、第 8号及び第 9

号に掲げる事業にあっては、その一環として行われる活動がセ

ンター法第 15条第 1項第 2号又は第 4号の活動に該当する事

業を除く。)に対し、スポーツ振興投票に係る収益による助成

金(以下「くじ助成金」という。)を交付する。



2 (略) 2 (略) 

(情報提供等) 

第 15条 センターは、投票法第 30条第 3項に定めるところによ

り、スポーツ振興投票がスポーツの振興に寄与していることに

ついての国民の理解を深めるため、次の各号に掲げる業務を行

う。 

(情報提供等) 

第 15条 センターは、投票法第 30条第 3項に定めるところによ

り、スポーツ振興投票がスポーツの振興に寄与していることに

ついての国民の理解を深めるため、次の各号に掲げる業務を行

う。 

(1) 国民に対し、次に掲げる情報を提供すること。 (1) 国民に対し、次に掲げる情報を提供すること。

ア (略) ア (略)

イ 前条第 1号から第 4号までに規定するスポーツ振興投票

の収益の使途に関するもの

イ 前条第 1号から第 4号までに規定するスポーツ振興投票

の収益の使途に関するもの

(2) (略) (2) (略)

第 6章 災害共済給付 第 6章 災害共済給付

第 2節 共済掛金の支払及び収受 第 2節 共済掛金の支払及び収受 

(共済掛金の支払明細書) 

第 23条 災害共済給付契約を締結した学校の設置者は、令第 9

条(令附則第 5条第 3項において準用する場合を含む。)に定め

るところにより、共済掛金を支払うときは、別記様式第 5の共

済掛金支払明細書を電子情報処理組織(センターの使用に係る

電子計算機(入出力装置を含む。以下同じ。)と学校の設置者の

使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。以下同じ。)を使用する方法によりセンターに

送信しなければならない。ただし、これによることができない

場合は、共済掛金支払明細書を提出することによって行うこと

ができる。 

(共済掛金の支払明細書) 

第 23条 災害共済給付契約を締結した学校の設置者は、令第 9

条(令附則第 5条第 3項において準用する場合を含む。)に定め

るところにより、共済掛金を支払うときは、別記様式第 5の共

済掛金支払明細書をセンターに提出しなければならない。ただ

し、これによることができない場合は、共済掛金支払明細書を

提出することによって行うことができる。 

(共済掛金の控除及び返還) 

第 24条 公立の義務教育諸学校の設置者は、センター法第 17条

第 3項の額から令第 12条の額を控除して共済掛金を支払うと

きは、別記様式第 5下段の共済掛金控除額明細書を電子情報処

(共済掛金の控除及び返還) 

第 24条 公立の義務教育諸学校の設置者は、センター法第 17条

第 3項の額から令第 12条の額を控除して共済掛金を支払うと

きは、別記様式第 5下段の共済掛金控除額明細書をセンターに



理組織を使用する方法によりセンターに送信しなければならな

い。ただし、これによることができない場合は、共済掛金控除

額明細書を提出することによって行うことができる。 

提出しなければならない。ただし、これによることができない

場合は、共済掛金控除額明細書を提出することによって行うこ

とができる。 

2 (略) 2 (略) 

第 3節 給付金の支払の請求及びその支払 第 3節 給付金の支払の請求及びその支払 

(給付金の支払請求の方法) 

第 26条 災害共済給付の給付金の支払の請求は、災害共済給付

に係る学校の設置者が次の各号に掲げる災害共済給付の種類ご

とに当該各号に定める様式による支払請求書を電子情報処理組

織を使用する方法によりセンターに送信するものとする。ただ

し、これによることができない場合は、支払請求書を提出する

ことによって行うことができる。 

(給付金の支払請求の方法) 

第 26条 災害共済給付の給付金の支払の請求は、災害共済給付

に係る学校の設置者が次の各号に掲げる災害共済給付の種類ご

とに当該各号に定める様式による支払請求書を学校の設置者の

使用に係る電子計算機(入出力装置を含む。以下同じ。)から電

気通信回線を通じてセンターの使用に係る電子計算機に送信す

ることによって行うものとする。ただし、これによることがで

きない場合は、支払請求書を提出することによって行うことが

できる。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(給付金の支払通知) 

第 29条 センターは、給付金を支払うときは、令第 4条第 5項

各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める者に対して、別記

様式第 13の給付金支払通知書を電子情報処理組織を使用する

方法により送信するものとする。ただし、これによることがで

きない場合は、給付金支払通知書を送付することによって行う

ことができる。 

(給付金の支払通知) 

第 29条 センターは、給付金を支払うときは、令第 4条第 5項

各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める者に対して、別記

様式第 13の給付金支払通知書をセンターの使用に係る電子計

算機から電気通信回線を通じて学校の設置者の使用に係る電子

計算機に送信することによって行うものとする。ただし、これ

によることができない場合は、給付金支払通知書を送付するこ

とによって行うことができる。 

2 (略) 2 (略) 



別記様式第１ 別記様式第１ 



別記様式第３ 別記様式第３



別記様式第４ 別記様式第４ 



別記様式第５ その１ 別記様式第５ その１ 



別記様式第６ 別記様式第６ 



別記様式第７ 別記様式第７ 



別記様式第７ 別紙３（１） 別記様式第７ 別紙３（１） 



別記様式第７ 別紙３（２）（ア） 別記様式第７ 別紙３（２）（ア） 



別記様式第７ 別紙３（２）（イ） 別記様式第７ 別紙３（２）（イ） 



別記様式第７ 別紙３（２）（ウ） 別記様式第７ 別紙３（２）（ウ） 



別記様式第７ 別紙３（３） 別記様式第７ 別紙３（３） 



別記様式第７ 別紙３（４） 別記様式第７ 別紙３（４） 



別記様式第７ 別紙３（５） 別記様式第７ 別紙３（５） 



別記様式第７ 別紙３（６） 別記様式第７ 別紙３（６） 



別記様式第７ 別紙３（７） 別記様式第７ 別紙３（７） 



別記様式第８ 別記様式第８ 



別記様式第８ 別紙２ 別記様式第８ 別紙２ 





別記様式第９ 別記様式第９ 



別記様式第１３ 別記様式第１３ 



別記様式第１４ 別記様式第１４ 




